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～はじめに～

福島県において、相談支援従事者の人材育成は法定研修である「初任者研修」「現任研修」
「サービス管理責任者等研修」を中心にして行なってきました。これらの研修においては、ケア
マネジメントの手法を重点的に伝えておりました。その結果、平成２７年度末時点で相談支援専
門員は７００名以上・サービス管理責任者等は１４００名以上の有資格者が県内におります。

その一方、相談支援専門員として実際に業務に就いておられる方は２００名程度しかいないと
いう現状があります。人材育成に加えて、人材確保という点も現在の大きな課題になっておりま
す。そのため、法定研修においては受講定員を大幅に広げて参加者を募り、少しでも多くの方
に実務に就いてもらえるようにしています。しかし、まだ１名の相談員にかかる負担が大きいた
め、今後もまずは人材確保を第一に考え、必要数に達した後には質の担保を図っていきたいと
考えております。

相談支援においては、障害者自立支援法の改正により大きな改革がなされました。障がい福
祉サービスを利用している人たちすべてに「サービス等利用計画」（児童は「障害児支援利用計
画」以下サービス等利用計画という）を作成するということです。サービス等利用計画の内容は
障がいのある人の意向が尊重され、障がい特性や年齢、生活環境などの変化に応じた内容も
盛り込まなければなりません。そのため、相談支援専門員には高度な知識や技術、それを支え
る価値観や理念が要求されます。その他にも、市町村や委託相談支援事業所が基本的に担っ
ている計画作成に至るまでの相談及び計画に至らない相談（いわゆる基本相談）についても相
談支援の質の向上や担保が求められております。

一方、サービス管理責任者等においても、相談支援専門員が作成したサービス等利用計画を
受けて、利用者の意向をより具体化して支援内容を明らかにしていく「個別支援計画等」を作成
することになっております。これらについても、サービス等利用計画と同様に利用者の意向が尊
重され、かつ質の高いものでなくてはなりません。

このような状況を踏まえ、福島県の人材育成のひとつの指針として「障がい者相談支援従事
者人材育成ビジョン（案）」を提案させていただきました。
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福島県が目指す人材育成体系
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ⅰ福島県の目指すべき人材

◇目指すべき目標
より身近な地域（圏域）で実践的なスーパーバイズが行なえ、

圏域のリーダー及び中核を担える人材育成を目指す。

（1）人材育成部会・相談支援体制ワーキンググループ（WG）をコアメンバーとし県の

人材育成体系を作りながら育成の仕組みを構築する。

（2）指導者養成研修などの参加から、法定研修の企画などを担いリーダー的人材

の裾野を広げる。

（3）各圏域における基幹相談支援センターの機能充実や、相談支援アドバイザー、

サービス管理責任者等の中核者を中心にし、より身近な圏域での研修、人材

育成体制を構築していくことができる。
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熟達度

初任者研修

サービス管理責任者等
研修

現任研修
サビ管フォローアップ研修

専門コース別研修

ファシリテーター
養成研修

基礎力養成・強化

相談支援指導者養成研修
サービス管理責任者等
指導者養成研修

地域の中核となる人材を育成
法定研修の企画・運営

各地域で行なわれている
様々な研修

ⅱ 福島県障がい者相談支援従事者研修体系
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圏域圏域 圏域圏域

法定研修

任意研修

圏域研修

企画･実施

受
講

推
薦

県

人材育成部会

相談支援体制
WG

ファシリテータ養
成研修修了者

指導者養成研修
修了者

地域の中心とな
る人材を育成

コアメンバー

ⅲ 福島県における人材育成体系

A市

B町

C村

A市

B町

C村

A市

B町

C村

A市

B町

C村
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圏域

協働

ⅳ 圏域における人材育成体系

人材育成

バックアップ

相談支援
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

県保健福祉
事務所

指導者養成研
修受講者

ファシリテーター
養成研修受講者

人材育成部会

A市 B町 C村

県自立支援協議会

推薦

地域（自立支
援）協議会

基幹相談支
援センター

ｻｰﾋﾞｽ管理責任者

相談支援専門員

基幹相談支
援センター

基幹相談支
援センター

地域（自立支
援）協議会

地域（自立支
援）協議会
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市町村

ⅴ 地域における人材育成体系

地域（自立支援）協議会

事業所･社会資源

運営･企画･参加

人材育成

管理者

ｻｰﾋﾞｽ提
供責任者

一般職員等

管理者

ｻｰﾋﾞｽ管理
責任者等

一般職員等

管理者

相談支援
専門員

支援員等

ｻｰﾋﾞｽ管理責任者相談支援専門員

基幹相談支援センター

バックアップ

相談支援
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

県保健福祉
事務所

指導者養成研修
受講者

ファシリテーター
養成研修受講者

人材育成部会
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障がい福祉従事者に必要な資質
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ⅰ 障がい福祉従事者とは

障がい者支援に関わる者。（相談支援専門員、サービ
ス管理責任者等、生活相談員、介護・看護職員、生活支
援員、職業指導員、ヘルパー、世話人、地域移行支援
員、行政担当課職員、事務員、管理者等）

障がい者が地域で安心して生活し、共生する社会を実現するた
めには、個々のサービスの質の向上、ネットワーク、社会資源の
充実が必要です。障がい者支援に携わるすべての者の支援技術の
向上、人材確保が必要です。

支援の質の向上のためには、以下に示すような、基本的な姿勢
やスキルはもちろん、職種に応じた専門的な知識や倫理、価値観
などが求められます。
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援助理論

障がい理解
適切な関わり
法制度

地域システム
地域性

知識

権利擁護

本人中心
ストレングス・エンパワメント

自己決定の尊重
職業倫理

価値観

基礎力

ⅱ 障がい福祉従事者に必要な資質
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基礎力①

分かる・感じる

想像力：

利用者の生活全体を捉え、想いや考えを察知したり、変化を感知する力
得られた情報から多様な展開や可能性を見出す力

情報収集力：

カギとなるライフストーリーをつかみ、必要な情報を適切な人から引き出
す「聞く」「聴く」「訊く」力

分析力：

主訴とニーズを明らかにして、現状を構成する要素を明らかにし、地域
課題を理解する力

判断力：

タイミングや現在の支援の必要性を見極め、支援の方策を定める・見立
てる力

創造力：
支援に必要なアイデアや新たな仕組みを発想する力。

基礎力①
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動く・かかわる

関係形成力：
コミュニケーション技術を駆使し、信頼関係を構築したり導いていく力。

対話力：

支援者の想いではなく、本人（利用者の）主体に基づき、相互のコミュニ
ケーションにより支援過程を進めていく力。想いを引き出す力。

実行力：

支援に必要な時間を見立て、時には時間をかけて目標実現に向けていく
力

継続力：
事態が動かなくても、粘り強く続けていける力
定めた計画や仕組みを改善を加えながら見守り続ける力

基礎力②

１２



つなげる・広げる

交渉力：
新しくチームに加わってもらえるようにかけあう力
また、相手のできることを理解し、明確な役割を与え引き込む力

調整力（会議運営力）：

複数の課題や関係する機関の特性を把握し、的確に役割分担を行ない、
繋げていく力
そのための会議を取り仕切る力

説明力：

利用者の課題を要約して伝え、また地域の課題を的確に把握し、それを
必要な機関や会議で分かり易く伝える力

推進力：

必要性を見極めた上で、積極的に事態を動かしたり、本人・地域・関係機
関を促していく力

基礎力③
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相談支援従事者に求められているもの
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ⅰ 相談支援従事者とは

相談に預かる者の総称（相談支援専門員、サービス管
理責任者、児童発達支援管理責任者、サービス提供責
任者等）

※ 求められているもの

・利用者支援

・計画立案

・多機関連携

・地域づくり

・人材育成
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ⅱ支援の三重構造

①一般的支援

②専門的支援

③特別集中支
援

① 一般的支援：相談内容を聴いて案内する支
援

⇒サービス等の内容を知っていれば誰で

もできる支援

① 専門的支援：相談内容を聴いて、それから
話を掘り下げ、本当に必要な支援を相談者
と一緒に考える。（相談者が望んでいないこ
とでも、様々な角度から必要と思われること
は一緒に検討する）

⇒相談支援従事者が行なうべき支援

③ 特別集中支援：困難事例における対応など。

ある期間で様々な専門家の介入が必要な

支援
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ⅲ 相談支援専門員に求められるもの

１．ご本人の想いを尊重する姿勢

• ご本人の主体性の尊重

• 自己決定の尊重

• エンパワメントに着目した支援の構築

２．信頼関係を築く力

• 対象者の生活のしづらさの理解

• ご本人の不安や期待を理解する姿勢

• 人権の尊重

• プライバシーの保護

• 支援者の立場や役割の理解

• 職業上の倫理観

３．知識と技術

• 制度や福祉サービスについての知識

• 地域の社会資源に関する情報収集力

• コミュニケーション技術とその活用

• アセスメントからニーズを引き出す力

４．交渉力・調整力

• 支援ネットワークを構築する力

• 支援者の役割分担を配分する力

• ご本人の想いに沿ったサービス調整・交渉力

• 参加者の合意形成を得られる会議の進行

• 必要なサービス等・社会資源作りへの働きかけ

５．自己コントロール

• ご本人の感情に巻き込まれない中立性の保持

• マイナスを次につなげるプラス思考

• あきらめずに継続していく力

• 他の相談支援専門員との協働意識

• 自身の健康管理
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ご本人の自己実現・
社会参加の促進・

地域づくり

自己コントロール

想いを尊重する姿勢 信頼関係を築く力

知識・技術 交渉力・調整力
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ⅳ サービス管理責任者等に求められるもの

１．制度や事業所の業務の理解

• 制度や業務の理解

２．リーダーとしての役割

• 一人ひとりの良さを活かせる職場
づくり

• 人の話をよく聴ける態度

• 意思統一を図れる職員会議の進行

• 倫理観

３．質の高いサービスの提供努力

• 個別支援計画作成・管理・評価

• ご本人の生活全般の把握

• 地域の関係者との連携

• 経営感覚

４．職員の人材育成力

• 知識や技術を伝える力

• 限られた時間の中でＯＪＴの工夫

• 積極的なＯＦＦ・ＪＴの実施
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ご本人満足（安心感）
職員満足（やりがい）
事業所満足（高い評価）

制度・事業所業務の
理解

リーダーとしての役割

質の高いサービス
提供

職員の人材育成力
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ⅴ 相談支援専門員と
サービス管理責任者の連携による効果

１．サービス等利用計画と個別支援計画が連動している
ことを意識する。サービス等利用計画で全体像を示し、
個別支援計画によりニーズに沿った支援が具体的に出
来、本人の想いが実現する。

→ ・方向性を示しただけでは実現しないし、

方向性が決まらないと具体的な計画が

立てられない。

２．相談支援専門員とサービス管理責任者の連携の前に、
まずは同じ地域に働く同じ職種の横のつながりを持つこ
とが大事。

→ ・ひとりの声もみんな集まれば地域の

ニーズとなる。

・サービス提供の均質化、標準化

３．相談支援専門員はサービス管理責任者と連携するこ
とにより、地域の資源の現状を把握することが出来る。

→ ・新鮮な情報があることにより、スムーズに

つなげる。

・それぞれの持ち味が分かると、ニーズに

沿ったつなぎが出来る。

４．サービス管理責任者は相談支援専門員と連携す
ることにより、地域のニーズを把握することが出来る。

→ ・ニーズに沿って事業展開が出来る。

５．相互の理解が深まることにより、プラスαの動きが
出来る。

→ ・それぞれが標準的な仕事をするだ けで

は課題解決できない。

・はじめは「プラスα」だが、次からは

「標準」となる。

６．地域での研修会等の企画・運営も、相談支援専
門員とサービス管理責任者とで協働する。

→ ・地域づくりの視点を持つ人材が増え

ていく。協議会も盛り上がる。
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ⅵ 熟達度による期待される役割や業務

基礎力獲得の確認、相談支援の意義・体系の理解
ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの理解、相談支援従事者の役割の理解

5年～10年実務経験 「資格取得、基礎力の獲得」受講資格

1～2年

初任者養成研修

基本相談、利用計画・支援計画の作成、地域移行・地域定着支援、
多機関連携、地域診断、社会資源創造、地域（自立支援）協議会参画

3～5年

基本相談、利用計画・支援計画の作成、地域移行・地域定着支援、
多機関連携、地域診断、社会資源創造、地域（自立支援）協議会参画、
ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｽﾞ、ﾌｧｼﾘﾃｰｼｮﾝ、地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ、人材育成、研修企画

基本相談、利用計画・支援計画の作成、地域移行・地域定着支援、
多機関連携、地域診断、社会資源創造、地域（自立支援）協議会参画、
ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｲｽﾞ、ﾌｧｼﾘﾃｰｼｮﾝ、地域ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ、人材育成、研修企画

相談支援ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ、圏域ﾘｰﾀﾞｰ、研修講師、協議会運営、県協議会専門部会

6～10年
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福島県における相談支援従事者研修について
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ⅰ 相談支援従事者研修体系

法定研修

 初任者研修
 現任研修

 サービス管理責
任者等研修

任意研修

 基幹相談センター主催の研修
 相談支援事業所連絡会における研修
 相談支援アドバイザーが企画する研修
 福島県相談支援専門員協会方部別研修
 相談支援体制ＷＧメンバーによる訪問研修

※ブラッシュアップ研修（任意研修）
 専門コース別研修
 福島県相談支援専門員協会研修
 サビ管フォローアップ研修
 ファシリテーター養成研修

基礎力を
確認・強化
する

法定研修で足りな
い部分を補う

補完
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専門コース別研修 ：専門的な資質の向上を図る（権利擁護、スーパービジョン、障害児支援 等）

相談支援従事者初任者研修

相談支援専門員の任用資格
取得

ⅱ 福島県の人材育成フロー

法
定
研
修

地
域
（任
意
）研
修

初任者 熟達者

相談支援指導者養成研修

養成、現任研修の企画、そ
の他人材育成に関わる。

相談支援事業所連絡会（仮称）
定期的な情報交換、研修の実施

相談支援専門員協会
基幹型相談支援センター
相談支援アドバイザー
ブラッシュアップ研修

相談支援体制WG

各地域の訪問研修、専門
コース別、基幹研修の企画

受講者から養成研修のファシリへ

地域訪問研修
体制WGメンバー等の訪問研修、
相談支援の実務について

指導者養成研修
受講者の推薦

地域の中核者として研修の企画、
SVの実施、基幹センターとの連
携、情報共有

福島県自立支援協議会
人材育成部会

県内の人材育成、体制につ
いて協議検討

相談支援従事者現任研修
現に従事している相談支援専門員を対象

ファシリテーター養成研修

相談支援専門員として一定
の実務経験者を対象

相談支援専門員・ｻｰﾋﾞｽ管理責
任者等による ＯＪＴ
事業所内でのスーパーバイズ

２５



～おわりに～

このビジョンの体系図にあるように、コアメンバーが県や圏域に
おける人材育成を行なうことで、各市町村などにおいての人材
育成もさらに活発化され、長中期的には福祉現場にまで裾野を
広げていきたいと考えております。また、人材育成の体制は人
が変わっても継続して積み上げていくことを目指します。

このビジョンはＰＤＣＡサイクルに基づき、部会やＷＧにおいて
定期的に評価検討を行ない、適宜バージョンアップしていきま
す。

それぞれの持っている役割や取組みを官民協働で行なっていく
ことにより、ご本人の幸せにつながることを期待しております。

平成２８年５月


